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活動頻度活動頻度活動頻度活動頻度、、、、メンバーメンバーメンバーメンバー

≪≪≪≪研究会研究会研究会研究会≫≫≫≫ 月月月月1111回開催回開催回開催回開催、、、、2006200620062006年度年度年度年度からからからから計計計計70707070回実施回実施回実施回実施
今年度今年度今年度今年度はははは8888月月月月をををを除除除除くくくく毎月毎月毎月毎月1111回開催回開催回開催回開催（（（（計計計計11111111回回回回））））

≪≪≪≪災害災害災害災害情報研究会情報研究会情報研究会情報研究会メンバーメンバーメンバーメンバー≫≫≫≫（（（（2013201320132013年年年年3333月現在月現在月現在月現在：：：：22222222名名名名））））

氏名氏名氏名氏名 会社名会社名会社名会社名 氏名氏名氏名氏名 会社名会社名会社名会社名

座長座長座長座長 市川市川市川市川 啓一啓一啓一啓一 ㈱㈱㈱㈱レスキューナウレスキューナウレスキューナウレスキューナウ危機管理研究所危機管理研究所危機管理研究所危機管理研究所 平川平川平川平川 良良良良 NKSJNKSJNKSJNKSJリスクマネジメントリスクマネジメントリスクマネジメントリスクマネジメント㈱㈱㈱㈱

副座長副座長副座長副座長 高橋高橋高橋高橋 克彦克彦克彦克彦 インフォコムインフォコムインフォコムインフォコム㈱㈱㈱㈱ 南部南部南部南部 世紀夫世紀夫世紀夫世紀夫 清水建設清水建設清水建設清水建設㈱㈱㈱㈱

副座長副座長副座長副座長 橋元橋元橋元橋元 正美正美正美正美 清水建設清水建設清水建設清水建設㈱㈱㈱㈱ 森本森本森本森本 浩之浩之浩之浩之 建設技術研究所建設技術研究所建設技術研究所建設技術研究所

13131313年度年度年度年度でででで
8888年目年目年目年目
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自然災害情報WG
副座長副座長副座長副座長 橋元橋元橋元橋元 正美正美正美正美 清水建設清水建設清水建設清水建設㈱㈱㈱㈱ 森本森本森本森本 浩之浩之浩之浩之 建設技術研究所建設技術研究所建設技術研究所建設技術研究所

野田野田野田野田 浩二浩二浩二浩二 アジアアジアアジアアジア航測航測航測航測㈱㈱㈱㈱ 横山横山横山横山 祐輔祐輔祐輔祐輔 ㈱㈱㈱㈱富士通富士通富士通富士通エフサスエフサスエフサスエフサス

東根東根東根東根 聡聡聡聡 ㈱㈱㈱㈱建設環境研究所建設環境研究所建設環境研究所建設環境研究所 西濱西濱西濱西濱 靖雄靖雄靖雄靖雄 西濱防災西濱防災西濱防災西濱防災ネットネットネットネット技術事務所技術事務所技術事務所技術事務所

副島副島副島副島 紀代紀代紀代紀代 ㈱㈱㈱㈱ 大林組大林組大林組大林組 上倉上倉上倉上倉 秀之秀之秀之秀之 ㈱㈱㈱㈱セノンセノンセノンセノン

城崎城崎城崎城崎 孝史孝史孝史孝史 セイコーエプソンセイコーエプソンセイコーエプソンセイコーエプソン㈱㈱㈱㈱ 高木高木高木高木 雄司雄司雄司雄司 ㈱㈱㈱㈱富士通富士通富士通富士通エフサスエフサスエフサスエフサス

杉山杉山杉山杉山 浩二浩二浩二浩二 富士通富士通富士通富士通エフ・アイ・エフ・アイ・エフ・アイ・エフ・アイ・ピーピーピーピー㈱㈱㈱㈱ 曲曲曲曲 智徳智徳智徳智徳 個人個人個人個人

若林若林若林若林 亮亮亮亮 ㈱㈱㈱㈱イー・アール・エスイー・アール・エスイー・アール・エスイー・アール・エス 前田前田前田前田 良二良二良二良二 富士火災海上保険富士火災海上保険富士火災海上保険富士火災海上保険㈱㈱㈱㈱

村田村田村田村田 麻友美麻友美麻友美麻友美 富士通富士通富士通富士通エフ・アイ・ピーエフ・アイ・ピーエフ・アイ・ピーエフ・アイ・ピー㈱㈱㈱㈱ 梅田梅田梅田梅田 浩史浩史浩史浩史 自営業自営業自営業自営業

大島大島大島大島 啓一啓一啓一啓一 ㈱㈱㈱㈱富士通富士通富士通富士通マーケティングマーケティングマーケティングマーケティング 松本松本松本松本 定一定一定一定一 日本工営日本工営日本工営日本工営㈱㈱㈱㈱

（（（（順不同順不同順不同順不同））））
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活動風景活動風景活動風景活動風景

≪≪≪≪研究会実施風景研究会実施風景研究会実施風景研究会実施風景≫≫≫≫
日本橋日本橋日本橋日本橋BCAOBCAOBCAOBCAO新事務所新事務所新事務所新事務所にてにてにてにて
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研究内容研究内容研究内容研究内容のごのごのごのご紹介紹介紹介紹介

1111

災害発生直後災害発生直後災害発生直後災害発生直後のののの初動対応初動対応初動対応初動対応やややや復旧活動復旧活動復旧活動復旧活動をををを迅速迅速迅速迅速・・・・的確的確的確的確にににに行行行行うためにうためにうためにうために必要必要必要必要
なアクションとなアクションとなアクションとなアクションと情報項目情報項目情報項目情報項目をををを抽出抽出抽出抽出しししし、、、、そのそのそのその情報情報情報情報をどこからどのをどこからどのをどこからどのをどこからどの
ようにようにようにように入手入手入手入手するかをするかをするかをするかを明明明明らかにしたうえでらかにしたうえでらかにしたうえでらかにしたうえで、、、、各各各各アクションアクションアクションアクション別別別別にににに情報情報情報情報のののの
流流流流れをフローれをフローれをフローれをフロー図図図図にしてにしてにしてにして見見見見えるえるえるえる化化化化するするするする。。。。

≪≪≪≪研究概要研究概要研究概要研究概要≫≫≫≫

≪≪≪≪検討手順検討手順検討手順検討手順≫≫≫≫

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。

災害時災害時災害時災害時のののの事業継続事業継続事業継続事業継続にににに必要必要必要必要なアクションをなアクションをなアクションをなアクションを「「「「発災直後発災直後発災直後発災直後」「」「」「」「初動初動初動初動」「」「」「」「復旧復旧復旧復旧」」」」のののの
３３３３ステージにステージにステージにステージに分分分分けてけてけてけて抽出抽出抽出抽出

抽出抽出抽出抽出されたアクションについてされたアクションについてされたアクションについてされたアクションについて、、、、実施主体実施主体実施主体実施主体をををを「「「「災害対策本部災害対策本部災害対策本部災害対策本部」」」」とととと
「「「「現地災害対策本部現地災害対策本部現地災害対策本部現地災害対策本部」」」」にににに分分分分けけけけ、、、、時系列的時系列的時系列的時系列的にフローにフローにフローにフロー図図図図をををを作成作成作成作成

抽出抽出抽出抽出されたアクションをされたアクションをされたアクションをされたアクションを実行実行実行実行するためにするためにするためにするために必要必要必要必要なななな情報情報情報情報（（（（====インプットインプットインプットインプット情報情報情報情報））））とととと、、、、アクアクアクアク
ションのションのションのションの結果結果結果結果としてとしてとしてとして発信発信発信発信されるされるされるされる情報情報情報情報（（（（====アウトプットアウトプットアウトプットアウトプット情報情報情報情報））））をををを抽出抽出抽出抽出・・・・整理整理整理整理するととするととするととするとと
もにもにもにもに、、、、情報情報情報情報のののの入手方法入手方法入手方法入手方法をををを明明明明らかにしらかにしらかにしらかにし、、、、アクションアクションアクションアクション項目別項目別項目別項目別のフローのフローのフローのフロー図図図図としてとしてとしてとして情報情報情報情報のののの
流流流流れをれをれをれを見見見見えるえるえるえる化化化化するするするする。。。。
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想定想定想定想定するするするする災害災害災害災害のののの定義定義定義定義

ケーススタディとしてケーススタディとしてケーススタディとしてケーススタディとして以下以下以下以下のののの条件条件条件条件でででで検討検討検討検討をををを実施実施実施実施
（（（（汎用的汎用的汎用的汎用的にににに成果成果成果成果がががが活用活用活用活用されることをされることをされることをされることを目指目指目指目指してしてしてして設定設定設定設定））））

項目項目項目項目 想定条件想定条件想定条件想定条件 備考備考備考備考

原因原因原因原因となるとなるとなるとなる災害災害災害災害 直下型地震直下型地震直下型地震直下型地震 震源域周辺震源域周辺震源域周辺震源域周辺のののの被害被害被害被害をををを想定想定想定想定

原因原因原因原因となるとなるとなるとなる災害災害災害災害のののの規模規模規模規模 震度震度震度震度6666強程度強程度強程度強程度 対象地点対象地点対象地点対象地点でのでのでのでの震度震度震度震度

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。

原因原因原因原因となるとなるとなるとなる災害災害災害災害のののの規模規模規模規模 震度震度震度震度6666強程度強程度強程度強程度 対象地点対象地点対象地点対象地点でのでのでのでの震度震度震度震度

対象対象対象対象とするとするとするとする企業企業企業企業
東京東京東京東京にににに本社本社本社本社があるがあるがあるがある製造業製造業製造業製造業
地方地方地方地方にもにもにもにも主要拠点主要拠点主要拠点主要拠点・・・・工場工場工場工場ああああ
りりりり

社員数千人規模社員数千人規模社員数千人規模社員数千人規模

被災設定被災設定被災設定被災設定
東京東京東京東京のののの本社本社本社本社はははは無被害無被害無被害無被害
地方地方地方地方のののの拠点拠点拠点拠点（（（（工場工場工場工場））））がががが被災被災被災被災

本社本社本社本社にににに災害対策本部設置災害対策本部設置災害対策本部設置災害対策本部設置
被災被災被災被災したしたしたした拠点拠点拠点拠点（（（（工場工場工場工場））））にににに
現地災害対策本部設置現地災害対策本部設置現地災害対策本部設置現地災害対策本部設置
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検討手順検討手順検討手順検討手順①①①① アクションのアクションのアクションのアクションの抽出抽出抽出抽出・・・・整理整理整理整理

ステージ

時間軸

行動 方針の策定 災害の特定
重要な要素の抽

出
対外的な情報発

信および情報共有
情報システムの

バックアップ
生命の安全確保と

安否確認
生命の安全確保と

安否確認
二次災害の防止

地域との協調・地
域貢献

共助・相互扶助 共助・相互扶助 財務手当て 教育・訓練の実施

トップマネジメント
による決定

地震の規模・種
類・範囲

復旧までの最長ク
リティカルパス、ボ
トルネック抽出

被災地での業務
の再開または非被
災地での業務の

設置候補オフィス
の事前選定

情報収集・伝達、
広報体制の確立

重要業務と情報シ
ステム関係の明確
化

サプライチェーン
の事前協力関係
の構築

救急救命要員の
確保

義援金の提供 食糧、飲料の備蓄

遠隔地の文書・電
子データ保存サー
ビスの活用

バックアップ稼働・
切替計画、復帰計
画の策定

ＯＥＭの実施・同
業他社との応援協
定の利用

役員、従業員の安
否確認

避難者への自社
の敷地、建物の開
放

従業員の家庭へ
の被害軽減対策

部門を横断する動
員体制の確認

時差の考慮 自家発電装置、電
源や回線など各種
設備の二重化対

供給元の被災状
況把握、代替性の
確保

適正在庫の考え
方の見直し

安否確認の実施
手順と定期訓練の
実施

役員宅、社宅の耐
震化

建物、建築物の倒
壊ヶ所点検体制の
確立

保有飲料、食料、
その他物資の提
供

地域住民（自治
体）のニーズ把握

配送業者との協定
を含む輸送力の情
報把握

災害時緊急支援
制度の有無

連絡不通時の権
限委譲や代行順
位の決定

自治体の制度や
防災組織など地域
資源の活用

金融市場への適
切な情報開示方
法の構築

遠隔地の文書・電
子データ保存サー
ビスの活用

安否確認システム
の整備

地元災害救援業
務の支援技術者
の派遣

ライフライン企業と
の災害時協定の
締結

代替え取引先ＳＣ
Ｍの把握

安全対策要員の
任命と招集訓練の
実施（災害・地域

緊急連絡体制の
整備・更新

通信手段整備 社員のボランティ
ア活動

医療機関、金融機
関との協定の締結

自社及び取引先
の非常時入館方
法の把握

設置候補オフィス
との連絡手段整備

帰宅・避難経路確
認

余震の予測手段 企業のボランティ
ア休暇制度の普
及

施設の耐震強度
の算定

設置タイミングの
条件化

停電時の指示伝
達手段整備

安保確認始動条
件と運用ルール

エレベータ、危険
物、可燃物の管理

設置候補オフィス
の事前選定

余震までの応急対
策

地震想定情報（内
閣府）

各事業所毎の重
要業務のプロセス
把握

広報先・情報発信
先・共有先リスト

設備・施設の建築
年月日・耐震デー
タ

停止期間と対応力の見積もりと人命
等への影響

代替能力の検討
・生産施設
・要員

人命・利益・生産
量・供給先への影
響により優先順位
付け

指揮命令系統の明確化 本部等重要拠点の機能の確保

生産量の減少、利
益損失、賠償責任
金額、信用失墜、
資金繰り悪化など
の見積り

製品・サービスの供給関係

設置候補オフィス
の管理会社からの
報告ルールの取り
決め

設置場所選定条
件の事前定義（必
要設備の整理用
意）

被災工場の早期
復旧、非被災地の
工場・拠点での代
替生産関係当局、周辺住

民、サプライチェー
ン等の関係との連
絡体制の構築

平　時
発災前

※別表にて作成

取引先・消費者・
従業員・株主・市
民・自治体などと
の情報共有手段
の整備

金融情報
・地震保険
・火災保険

自社・供給元の備
蓄品・在庫情報
（内容・場所・数

基礎知識教育、机
上訓練、意志決定
訓練、動的避難訓
練、消防訓練、
バックアップシステ
ム稼働訓練、対策
本部設営訓練

保険、災害時融資
予約の検討、災害
時ローンの適用可
能性の検討

建物の耐震化、製
造機器、付帯設
備、計器備品等の
転倒防止、地盤高
の確保

火災防止、延焼防
止、薬液噴出・漏
洩防止等の安全
対策

地域情報提供機
関、企業の隣組、
発注元、同業他社
との共助、協定

二次災害に備えた
情報入手先
・余震情報

行政機関の所在
地・連絡先情報
・役所

地域被災情報入
手先
・市町村役場

本社・営業・生産・
物流拠点の選定と
バックアップ施設
の整備

電源、通信設備、
情報システム等の
設備情報

周辺住民への危
険周知、避難要
請、行政当局への
連絡と連携体制の
確立

重要事業所の平
常時情報
・生産施設

役員・従業員・家
族連絡先情報
・住所

意志決定するこ
と：

Ｗｈｙ

供給元との被災状
況共有のための
報告ルール取り決
め

災害対策本部長、
事務局、各部門の
対策実施本部の
組織化

対応レベル毎の
「対策本部体制、
意志決定手続き
（権限）など」定義

ライフライン、イン
フラ復旧目標情報
入手先

ライフライン企業、
復旧目標金融機
関、契約。法律、
条例等に定めたＩＴ
サービス業などの
目標復旧時間の
見積り

緊急地震速報
・震源
・地震の規模

事業所毎の平常
時の情報
・生産施設

影響度評価結果、
平常時の取引先
や行政との関係、
社会的使命等を
整理

呼集条件
・震度ランク
・被災場所
・被災程度

本部設置条件
・設置場所
・集合場所
・連絡手段
・運用ルール
・組織図・名前等

緊急チーム、対策
本部連絡先情報
・住所

連絡不通時
・権限委譲
・代行順位

ステージ

時間軸

行動 発災の覚知／緊急呼集 安否確認 被災地への情報提供・指示

災害対策本部設置の必要性と設置レベル 災害対策本部設置場所

・緊急地震速報
・地震規模、地域
（Ｍ、震度、震源、被災地域）

・地震規模、地域
　　（Ｍ、震度、震源、被災地域）
　およびそれに基づく被害予測

社員の安否回答状況
（回答者数・出社可否・負傷有無）

災害対策本部スタッフの安否回答状況
（地域別回答者数・出社可否）

被災地域における
・事業所の有無
・役員社員の存在

発災直後発災直後発災直後発災直後

緊急チーム集合し対応まで、災害対策本部設置レベル判断

緊急チーム集合・ＴＯＰへの概況報告

災害対策本部設置の是非判断

・安否確認始動是非および対象地域の決定

被災地域各オフィスの被災概況
　・建屋の外観上の被害
　・停電、断水の有無、ガスの配給状況
　　および復旧見込み
　・周辺地域の火災、倒壊の発生状況

意思決定の
根拠となる情報
：ｗｈａｔ

意思決定すること
：ｗｈｙ

・呼集対象者の範囲
・集合日時

帰宅・残留、避難指示

被災地域の被災状況全体俯瞰
　・火災、倒壊の発生状況
　・停電、断水の有無、ガス配給状況
　・道路の通行可否
　・交通機関の運行状況
　・港湾河川の状況災害対策本部設置候補オフィスの被災概況

　・建屋の外観上の被害
　・停電、断水の有無、ガスの配給状況
　　および復旧見込み
　・周辺地域の火災、倒壊の発生状況
　・入退館可能か（復旧見込み）
　・通信の可否状況と復旧見込み
　・空調、エレベータの稼働状況
　　（および復旧見込み）
　・非常用備蓄備品の使用可否

重要事業所の被災概況
　・建屋の外観上の被害
　・生産、物流設備の外観上の被害
　・在庫の被害

被災地域の被災状況全体俯瞰
　・火災、倒壊の発生状況
　・停電、断水の有無、ガス配給状況
　・道路の通行可否
　・交通機関の運行状況
　・港湾河川の状況

ステージ

時間軸

指揮命令系統の明確化 本社等重要拠点の機能の確保
対外的な情報発信および社

内情報共有体制の確立
情報システムリカバリ 二次災害防止 地域との協調･地域貢献

意思決定すること
：ｗｈｙ

・事業継続計画発動範囲
・事業優先順位、生産/業務範囲の制限方針
・業務復旧目標の設定
・応急･復旧対策方針

・災害対策本部、現地対策本部体制の確立
 -必要に応じて、権限委譲の実施
・災害対策本部-現地対策本部間等の連絡体
制の整備

・業務再開場所の選択
・製品･サービスの供給体制の確立

・情報収集・伝達・広報体制
の確立

・情報システムのリカバ
リ手段の選択

・二次災害の防止策の確立 ・地元災害救援支援実施の要否

被災地域の被災状況全体俯瞰
 ・人的被害状況

・災害対策本部の設置場所
・現地対策本部の設置場所

被災地域の被災状況全体俯瞰
 ・人的被害状況

被災地域の被災状況全体俯瞰
 ・火災、建物等倒壊発生状況

被災地域の被災状況全体俯瞰
 ・人的被害状況

事業継続計画の基本方針策定
事業継続計画の発動

行動

初動

災対本部の立ち上げ、対応開始まで

事業継続計画実施施策の決定

平時

発災直後

初動

復旧

時間軸時間軸時間軸時間軸

行動行動行動行動

意思決定意思決定意思決定意思決定することすることすることすること
WhyWhyWhyWhy

意思決定意思決定意思決定意思決定のののの根拠根拠根拠根拠
となるとなるとなるとなる情報情報情報情報

災害時災害時災害時災害時のののの事業継続事業継続事業継続事業継続にににに必要必要必要必要なアクションをなアクションをなアクションをなアクションを抽出抽出抽出抽出 ���� 47474747項目項目項目項目

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。

把握 タ
各事業所毎の重
要業務の代替え
手段の有無

テンプレート・運用
ルール

配送業者との協定
を含む輸送力の状
況把握

代替取引先ＳＣＭ
の把握

・要員
・原料・在庫・部品
商材
・設備・機械・空
調・EV
・生産・保管・物
流・梱包

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・火災保険
・ＢＣＰサポート
ローン
・防災金融格付け

自然条件等
・地質・地形
・被害予想図
・ハザードアップ
・帰宅支援図
・防災ＧＩＳ
・災害史

役員・従業員・家
族安否情報確認
手段
・本人の安否
・家族の安否
・出社の可否

ライフライン、イン
フラ機関の所在
地、連絡先情報
・電気
・水道
・ガス
・電話
・ Ｉ　Ｔ
・道路・港湾・空港

役員・従業員・家
族の指定避難情
報
・避難場所
・避難経路

（内容・場所・数
量）情報
・食料
・飲料水
・医薬品
・電源
・燃料
・救出・脱出・応急
手当品

担当役員、総務、BCP策定部署

・ホームページ
・パンフレット

・安否確認システ
ム
・電話・携帯電話
・Eメール
・地図、避難所マッ
プ

・設計図・図面・資
料

・テレビ・ラジオ
・Eメール
・訪問・点検

・電話帳
・インターネット
・１１４
・営業窓口

・テレビ・ラジオ
・訪問

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・社内ファイル
・社内データベー
ス

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・余震情報
・津波情報
・火災情報
・倒壊情報
・土砂情報
・有害物質飛散情
報
・下敷き・閉じ込め

・役所
・警察
・消防
・病院
・学校
・保健所

・市町村役場
・避難所
・病院
・老人ホーム
・ボランティア活動
拠点

呼集条件
・震度ランク
・被災場所
・被災程度

設備情報
・仕様
・操作手順
・マニュアル

・生産施設
・要員
・原料・在庫・部品
商材
・設備・機械・空
調・EV
・生産・保管・物
流・梱包
・火災・倒壊・危険
物漏洩・液状化

・住所
・電話番号
・携帯電話番号
・Eメールアドレス

意志決定の根拠と
なる情報：

Ｗｈａｔ

トップ

入手先
・電気
・水道
・ガス
・電話
・インターネット
・銀行
・道路
・鉄道
・空港・港湾

・テレビ・ラジオ
・Ｅメール

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・内閣府・自治体
などのホームペー
ジ

情報の利用者：
Who

取得手段：How

・地震の規模
・推定震度
・主要動到達時間

震度速報
・震源の位置
・地震の規模
・震度3以上の地
域名、市町村名
・津波の有無
各地の震度に関
する情報
・震源の位置
・地震の規模
・震度1以上の各
地の震度

ライフライン、イン
フラの平常時の利
用情報
・電気・水道・ガ
ス・電話・IT
・道路・港湾・空

・生産施設
・要員
・原料・在庫・部品
商材・燃料
・設備・機械・空
調・EV
・生産・保管・物
流・梱包
・火災・倒壊・危険
物漏洩・液状化

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

本部設置条件
・設置場所
・集合場所
・連絡手段
・運用ルール

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・住所
・電話番号
・携帯電話番号
・Eメールアドレス

・代行順位
・責任範囲

被害想定条件
・時期
・曜日
・時刻
・自然条件（風速等）

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・余震の発生頻度と規模の推移
・津波注意報

・余震の発生頻度と規模の推移
・津波注意報

情報の取得者：ｗｈｏ

緊急チームスタッフ 緊急チームスタッフ 緊急チームスタッフ 緊急チームスタッフ 緊急チームスタッフ

情報の取得対象：ｗｈｏ
ｍ

・報道
・災害情報提供機関

・報道
・災害情報提供機関

・安否確認結果
・社員（出勤中）
・管理会社（守衛）
・報道および警察消防等のＨＰ
・ＳＣ
・災害情報提供機関

・安否確認結果
・社員（出勤中）
・管理会社（守衛）
・報道および警察消防等のＨＰ
・災害情報提供機関

・社員（出勤中）
・管理会社（守衛）
・報道および警察消防等のＨＰ
・災害情報提供機関

取得手段：ｈｏｗ
・テレビ、ラジオ
・災害情報提供機関や安否確認システムからの
メール、電話

・テレビ、ラジオ
・災害情報提供機関からのメール、電話

・テレビ、ラジオ
・インターネット
・電話、メール
・災害情報提供機関からのメール、電話

・テレビ、ラジオ
・インターネット
・電話、メール
・災害情報提供機関からのメール、電話

・テレビ、ラジオ
・インターネット
・電話、メール
・災害情報提供機関からのメール、電話

必要な情報を取得する
為に、平時において検
討・策定しておく事項

早期に災害情報を取得する仕組
・早期に災害情報を取得する仕組
・被害予測の仕組

・緊急時に繋がる通信手段確立
・管理会社との確認内容、手段の取決め
・ＳＣとの被災状況共有の為の報告ルール取決め
・災害情報提供機関（企業）との提携

・緊急時に繋がる通信手段確立
・管理会社との確認内容、手段の取決め
・災害情報提供機関（企業）との提携
・余震の予測手段

・緊急時に繋がる通信手段確立
・管理会社との確認内容、手段の取決め
・災害情報提供機関（企業）との提携
・余震の予測手段
・社員への指示伝達手段と伝達ルート
・帰宅残留、避難条件事前定義

行動・意思決定のため
に、平時において検
討・策定しておく事項

・呼集条件
・集合場所
・呼集連絡手段、運用ルールの整備

・安否確認始動条件
・安否確認の仕組と運用ルール
・通信手段整備

・対応レベル毎の「対策本部体制、意思決定手続き
（権限）など」定義
・設置条件の事前策定
（被害影響度分析）
・対策本部スタッフの事前選定と教育（災害・地域
毎）
・対策本部スタッフとの連絡手段の整備

・設置場所選定条件の事前定義
・設置候補オフィスの事前選定
・必要備品の洗出しと用意

・帰宅、避難経路確認
・避難場所確認
・備蓄備品整備
・事業所周辺コミュニティとの相互扶助の内容事前
調整

　・周辺地域の火災、倒壊の発生状況
　・入退館可能か（復旧見込み）
　・非常用備蓄備品の使用可否
　・危険物（漏洩、爆発）の有無

災害対策本部設置候補オフィス近辺における
　・交通機関の運行状況
　・道路の通行可否

　・本部業務備品の使用可否
　・危険物（漏洩、爆発）の有無

重要ＳＣの被災状況
　・ＳＣ間とのデータ授受が可能か
　　（ＳＣＭシステム、ネットワーク、通信・・・）
　・ＳＣの生産、物流設備
　・ＳＣの在庫の被害状況
　・ＳＣとの物流が可能か

　・在庫の被害
　・停電、断水の有無、ガスの配給状況
　・通信、ネットワーク、ＩＴが使用可能か

 ・人的被害状況
 ・火災、建物等倒壊発生状況
 ・電気、ガス、水道供給状況
 ・電話（固定、携帯）使用可否状況
 ・道路、河川・空港・港湾、交通機関状況
 ・危険物（漏えい、爆発）有無状況

・現地対策本部の設置場所  ・人的被害状況
 ・火災、建物等倒壊発生状況
 ・電気、ガス、水道供給状況
 ・電話（固定、携帯）使用可否状況
 ・道路、河川・空港・港湾、交通機関状況
 ・危険物（漏えい、爆発）有無状況

被災地域の電話（固定、携
帯）、Web,FAX使用可否状況

バックアップシステムが
準備されているか、稼動
までにどれほどの時間
が必要か

 ・火災、建物等倒壊発生状況
 ・道路、河川・空港・港湾、交通機
関状況
 ・危険物（漏えい、爆発）有無状
況

 ・人的被害状況
 ・火災、建物等倒壊発生状況
 ・電気、ガス、水道供給状況
 ・道路、河川・空港・港湾、交通機関状
況
 ・危険物（漏えい、爆発）有無状況

事業所の被災状況詳細とおおよその復旧時間
 ・建屋（外観、内部）
 ・設備（生産、保管、物流）
 ・事業所内の電気、ガス、水道供給設備
 ・電話設備
 ・ネットワーク、情報システム
 ・原材料、製品備蓄状況（何日分あるか等）
 ・危険物：漏えい、爆発の危険性

災害対策本部要員の安否・出社可否
 ・本部長、事務局長等構成員
 ・本部構成員の出社否時の権限委譲対象者

現地対策本部要員の安否・出社可否
 ・本部長、事務局長等構成員
 ・本部構成員の出社否時の権限委譲対象者

事業所の被災状況詳細とおおよその復旧時
間
 ・建屋（外観、内部）
 ・設備（生産、保管、物流）
 ・事業所内の電気、ガス、水道供給設備
 ・電話設備
 ・ネットワーク、情報システム
 ・原材料、製品備蓄状況（何日分あるか等）
 ・危険物：漏えい、爆発の危険性

事業所の電話設備、ネット
ワーク、情報システム被災状
況詳細とおおよその復旧時
間

情報システム、電源、空
調、ネットワークの被災
状況（既存システムを稼
動することができるか）

事業所の被災状況詳細
 ・建屋（外観、内部）
 ・設備（生産、保管、物流）
 ・危険物：漏えい、爆発の危険性

避難者に開放可能な自社の敷地、建物
の状況

サプライチェーンの被災状況
 ・原材料の供給可否、復旧見通し
 ・製品の受入可否、復旧見通し
 ・物流手段の被災状況詳細、復旧見通し
 ・ＳＣＭシステム・ネットワーク・通信等の被災状
況、復旧見通し

災害対策本部-現地対策本部間連絡手段の状
況
 ・社内設備：電話、ネットワーク、情報システム
 ・公共インフラ：電話、携帯電話等

サプライチェーンの被災状況
 ・原材料の供給可否、復旧見通し
 ・製品の受入可否、復旧見通し
 ・物流手段の被災状況詳細、復旧見通し
 ・ＳＣＭシステム・ネットワーク・通信等の被
災状況、復旧見通し

サプライチェーンとのネット
ワーク・通信等の被害状況、
復旧見通し

遠隔地の文書・電子
データ保存サービスが
活用可能か

安全対策要員の対応可否

地元災害救援業務の支援技術者要員
の状況

安否確認の状況
遠隔地の文書・電子データ保存サービスの
活用可否

必要な情報を取得す
るために平時におい
て検討･対策しておく
事項

・災害状況報告の方法と運用
・災害状況データベース
・緊急連絡網(本部、事業部、SCM間)
・インフラ各社との連絡網
・社員・役員緊急連絡網／安否確認システム
・緊急時につながる通信手段の確立

・社員・役員緊急連絡網／安否確認システム

・災害状況報告の方法と運用
・災害状況データベース
・緊急連絡網(本部、事業部、SCM間)
・インフラ各社との連絡網
・社員・役員緊急連絡網／安否確認システ
ム
・緊急時につながる通信手段の確立

・災害状況報告の方法と運用
・災害状況データベース

・災害状況報告の方法と
運用
・災害状況データベース

・災害状況報告の方法と運用
・災害状況データベース
・安全対策要員スケジュール共用

・災害状況報告の方法と運用
・災害状況データベース

行動・意思決定のた
めに平時において検
討･策定しておく事項

・BIAの実施（重要業務の明確化、RTO,RPOの明
確化)
・BCP発動基準

・災害対策本部/現地対策本部体制及び権限
委譲順位(体制）

・BIAの実施（重要業務の明確化、RTO,RPO
の明確化)
・代替オフィス(BIAに応じたパターン化)
・代替生産体制(BIAに応じたパターン化)
・SCM代替先との協定締結

･災害時広報体制
・マスコミ、周辺住民、消防、
警察等との協力関係構築

・バックアップシステム切
替手順書、タイムチャー
ト
・遠隔地保存サービス活
用方法

･災害時の危険物取扱手順
・安全対策要員の体制

･平時からの地域貢献
・近隣住民との災害時の協力協定等の
締結

情報の取得者（提供
者）：ｗｈｏ

･事業所の社員
 -電話設備は総務/システム部門
 -NW、ITはシステム部門
・サプライチェーン先担当者

・災害対策本部、現地対策本部要員
・事業所の社員

・災害対策本部、現地対策本部要員
・事業所の社員

・災害対策本部、現地対策本
部要員
・事業所の社員

・災害対策本部、現地対
策本部要員
・情報システム部員

・災害対策本部、現地対策本部要
員
・事業所の社員

・災害対策本部、現地対策本部要員
・事業所の社員

取得手段：ｈｏｗ
･チェックリストに従い、マスコミ報道、現地観察、
電話等で確認し、報告する
・安否確認システム

・現地観察、電話等により調査報告
・安否確認システム

・現地観察、電話等により調査報告
・安否確認システム

・現地観察、電話等により調
査報告
・安否確認システム

・稼動監視システム、各
機器の表示内容等

・現地観察、電話等により調査報
告 ・現地観察、電話等により調査報告

意思決定の
根拠となる情報

：ｗｈａｔ

復旧
となるとなるとなるとなる情報情報情報情報

WhatWhatWhatWhat

情報情報情報情報をををを取得取得取得取得するためするためするためするため
にににに平時平時平時平時においてにおいてにおいてにおいて検討検討検討検討
対策対策対策対策しておくしておくしておくしておく事項事項事項事項

行動意思決定行動意思決定行動意思決定行動意思決定のためのためのためのため
にににに平時平時平時平時においてにおいてにおいてにおいて検討検討検討検討
策定策定策定策定しておくしておくしておくしておく事項事項事項事項

情報情報情報情報のののの取得者取得者取得者取得者
WhoWhoWhoWho

取得手段取得手段取得手段取得手段
HowHowHowHow

ステージ

時間軸

行動（大項目） 家族のケア 復旧計画の修正

行動２（小項目） 障害把握 復旧目標の決定 家族のニーズの把握 復旧経費の算定 地域ニーズの把握 進捗確認

意思決定すること
：ｗｈｙ

障害毎の対応方針
段階別(項目別)

復旧目標日時の決定
ケアの内容 地域支援の内容 修正計画の決定

再開時期の決定
再開時体制の決定

業務別
復興目標日時の決定

経費捻出方法 移行タイミング

出社可能社員の状況
（業務別・応援含む）

障害対応方針
の実現時期

家族のニーズ 自社被害状況 地域ニーズ 復旧状況と計画の差
出社可能社員の状況
（業務別）

業務後との障害対応方針
の実現時期

自社被害状況 復興状況

リソースの稼働状況
（社内・SC）（詳細）

重要業務の復旧に必要な
社員

保険の適用条件 周辺避難所の状況
リソースの稼働状況
（社内・SC）（詳細）

行政補助金の適用条件 地域復興状況

リソースの復旧見込み
（社内・SC）（詳細）

社員の家族構成
（出社社員・待機社員別）

復旧計画の見通し 周辺の被害状況 情報システムの可動状況 復興計画の見通し

復旧経費・その捻出状況
（自己資金・融資状況）

社員・家族の現住所
（出社社員・待機社員別）

融資受け取り時期
（保険会社・銀行）

社内スペースの状況
（開放可能か）

融資受け取り時期
（行政・銀行）

危険区域の場所
（火災・倒壊等）

社内物資（水等）の状況
（提供可能か）

バックアップシステム
の可動状況

業務状況
社員の勤務状況
（CSRが可能か）

業務状況

情報システムの可動状況
（DB等が使用可・不可）

必要な情報を取得する
ために，平時において
検討・策定しておく事項

・社員スケジュールの共
有
・状況報告の方法と運用
ルールの決定
・災害情報共有データ
ベース（双方向型・階層
型）
・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築

・状況報告の方法と運用
ルールの決定
・災害情報共有データ
ベース（双方向型・階層
型）
・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築

・社員情報の共有
（個人情報との兼ね合い
があり、社内への公表に
ついては別途検討が必
要。）

・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築
・保険の適用条件

・周辺避難所の規模・施
設内容
・災害情報共有データ
ベース（双方向型・階層
型）
・リソース（特に人材・在
庫）のモニタリングシステ
ム構築

・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築
・復旧状況チェックシート
の作成

・社員スケジュールの共
有
・状況報告の方法と運用
ルールの決定
・災害情報共有データ
ベース（双方向型・階層
型）

・状況報告の方法と運用
ルールの決定
・災害情報共有データ
ベース（双方向型・階層
型）
・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築

・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築
・行政補助金の適用条件

・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築
・復興状況チェックシート
の作成

・SCMネットワーク
　（フロー）の把握

・BIAの実施 ・家族への説明と理解
・保険会社担当者との交
流
　（顔合わせ等）

・平時からの地域活動
・復旧計画見直しに関す
　る規定（実施者，基準）

・他業務業務再開の基準
（可動状況，安定性等に
より判断）

・BIAの実施
・行政担当者との交流
　（顔合わせ等）
・銀行との協定

・移行条件の策定

情報の取得者
：ｗｈｏ

情報の取得対象
(災害対策本部以外)
：ｗｈｏm

他支社の担当者
SC担当者
経理部
警察・消防等のHP
システム担当者

警察・消防等のHP
業務担当者

各社員
保険会社担当者
銀行担当者

地域住民
自治会長
ボランティア

警察・消防等のHP
他支社の担当者
SC担当者
システム担当者

警察・消防等のHP
業務担当者

行政担当者
銀行担当者

トップ判断

取得手段：ｈｏｗ
緊急連絡システム
電話、メール

電話、メール 電話、メール 電話、メール、訪問
現地で情報収集
社員からの聞き取り

電話・メール 電話、メール 電話、メール 電話、メール、訪問
復興状況報告書
メール

備考

災害対策本部

前回資料の内容で復旧にそぐわないものをこちらに記載したのみ（詳細に検討はしていない）

重要業務以外の再開

地域の被害状況
・ライフライン停止状況
・道路の通行止め
・公共交通機関の
　復旧状況
・ガソリンスタンドの
　可動状況　等

各DBの共有化・入力規則・基準の設定

その他（復興）※検討対象外

平時業務状態移行まで

復興目標の決定 社会保障経費の算定
通常業務体制

への移行

復旧と復興にわけて検討。ただし、復旧と復興のどちらでも検討すべき内容については復旧のみに記載。
企業の状況や会社の状況によっては、復旧と復興の行動が変動する（状況に応じた対応が望まれる）

地域支援に要する
経費の算定

自社被害状況

経費捻出方法

義援金の状況
（社内ネットワーク）

復旧計画の見通し

・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築
・義援金の収集方法

電話、メール、訪問

差（ギャップ）の要因
・地域復旧（ライフライン・
道路・交通機関等）の状
況

復旧

対応可能日～重要業務の復旧まで

災害対策本部

・銀行との協定

重要業務の復旧（操業度の回復） 経費算定 地域支援・広報活動

地域の被害状況
地域の被害状況
・ライフライン停止状況
・道路の通行止め
・公共交通機関の
　復旧状況
・ガソリンスタンドの
　可動状況　等

行動・意志決定のため
に，平時において検討・
策定しておく事項

各DBの共有化・入力規則・基準の設定

地域住民
経理担当者
銀行担当者

意思決定の
根拠となる情報
：ｗｈａｔ

融資受け取り時期
（銀行）
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検討手順検討手順検討手順検討手順②②②② 災害対応災害対応災害対応災害対応フローフローフローフロー図図図図のののの作成作成作成作成

アクションをアクションをアクションをアクションを時系列時系列時系列時系列にフローにフローにフローにフロー化化化化しししし、、、、各各各各アクションのアクションのアクションのアクションの位置位置位置位置づけとづけとづけとづけと
相互相互相互相互のののの関連性関連性関連性関連性をををを整理整理整理整理

時間
災害発生

a１-
発災の覚知

ロジスティック
a20-物資の在庫管理・調達 財務

安全管理
a12-帰宅・残留、退避の判

断

緊急対応

　a4-災害対策本部設置の是非判断

　a3-安否確認の実施

　a2-災害対策本部員の非常呼集

ビジネスリカバリ

a13-重要業務の現状把握と見通しの分析 a15-対策の優先順位付けa14-代替手段による業務継続分析 a16-復旧活動の把握

a17-取引先対応の状況把握・方針決定

　

　　　　　                                                     　                                                     　                                                     　                                                             指揮a5-災害対策本部の設置

a6-指揮命令系統の確立
a23-災害対策本部の解散

a11-災害対応の意思決定

災
害
対
策
本
部

災
害
対
策
本
部

災
害
対
策
本
部

災
害
対
策
本
部

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。

a20-物資の在庫管理・調達

a21-財務支援・手当ての実施

広報
a18-対外的な情報発信

断

　　　　　 　 　 　  情報・作戦

応援体制
a19-応援体制の確立

a32-現地被害の収集

a33-現地通信・情報連
絡手段の確立

社会貢献

a47-社会・地域との協調･貢
献

ロジスティック

a46-現地社員の生活環境（衣食住）の確保

a45-部品・材料の在庫管理・調達

a44-復旧資機材の確保

社会貢献

a22-地域貢献の方針決定

情報・作戦

a7-被害情報
の収集

a10-部署間の
連絡および調整

a8-通信・情報
連絡手段の確立

a9-社内情報
共有体制確立

安全管理

a36-二次災害の防止

a35-帰宅・残留、退避指示

ビジネスリカバリ
a37-重要業務の現状と

見通しの報告
a40-重要業務の継続・

復旧活動の実施

a43-復旧活動の報告a39-情報システムのリカバリー

a42-被災取引先への支援

a41-取引先への状況報告と折衝

a38-リカバリー要員の体制確立

緊急対応

a25-現地緊急対策
要員の参集

a26-現地社員の安否
確認の実施

a27-脱出・消火・救
援活動の実施

a28-避難地への避難

a29-重要資産の
保全・持ち出し

a24-発災の緊急連絡

指揮
a30-現地対策本部の設置

a31-現地指揮命令系統の確立

a48-現地対策本部の解散a34-現地災害対応の意思決定

現
地
対
策
本
部

現
地
対
策
本
部

現
地
対
策
本
部

現
地
対
策
本
部
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STEP1:STEP1:STEP1:STEP1:アクションのアクションのアクションのアクションの実行実行実行実行にににに必要必要必要必要なななな情報情報情報情報（（（（インプットインプットインプットインプット情報情報情報情報））））とととと、、、、実行実行実行実行したしたしたした結結結結
果発信果発信果発信果発信されるされるされるされる情報情報情報情報（（（（アウトプットアウトプットアウトプットアウトプット情報情報情報情報））））をををを抽出抽出抽出抽出（＝（＝（＝（＝アクションアクションアクションアクション項目別項目別項目別項目別リストリストリストリスト））））

検討手順③ インプットインプットインプットインプット////アウトプットアウトプットアウトプットアウトプット情報情報情報情報のののの整理整理整理整理

アクションアクションアクションアクション インプットインプットインプットインプット アウトプットアウトプットアウトプットアウトプット

i1-i1-i1-i1-地震地震地震地震のののの規模規模規模規模・・・・地域地域地域地域（（（（マグニチューマグニチューマグニチューマグニチュー
ド・ド・ド・ド・震源震源震源震源・・・・震度震度震度震度・・・・到達時間到達時間到達時間到達時間））））

i4-i4-i4-i4-規定以上規定以上規定以上規定以上のののの地震情報地震情報地震情報地震情報（（（（地域地域地域地域・・・・震度震度震度震度））））

i2-i2-i2-i2-発災直後発災直後発災直後発災直後のののの発生事象発生事象発生事象発生事象

i3-i3-i3-i3-緊急対応基準緊急対応基準緊急対応基準緊急対応基準

a1-a1-a1-a1-発災発災発災発災のののの覚知覚知覚知覚知

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。

i4-i4-i4-i4-規定以上規定以上規定以上規定以上のののの地震情報地震情報地震情報地震情報（（（（地域地域地域地域・・・・震度震度震度震度））））
i4-i4-i4-i4-規定以上規定以上規定以上規定以上のののの地震情報地震情報地震情報地震情報（（（（地域地域地域地域・・・・震度震度震度震度））））
＋（＋（＋（＋（非常呼集要請非常呼集要請非常呼集要請非常呼集要請））））

i5-i5-i5-i5-非常呼集対象者名簿非常呼集対象者名簿非常呼集対象者名簿非常呼集対象者名簿 i7-i7-i7-i7-参集状況参集状況参集状況参集状況（（（（集合集合集合集合・・・・呼集回答等呼集回答等呼集回答等呼集回答等））））

i6-i6-i6-i6-非常呼集実施基準非常呼集実施基準非常呼集実施基準非常呼集実施基準

i4-i4-i4-i4-規定以上規定以上規定以上規定以上のののの地震情報地震情報地震情報地震情報（（（（地域地域地域地域・・・・震度震度震度震度））））
i4-i4-i4-i4-規定以上規定以上規定以上規定以上のののの地震情報地震情報地震情報地震情報（（（（地域地域地域地域・・・・震度震度震度震度））））
＋（＋（＋（＋（安否確認安否確認安否確認安否確認））））

i8-i8-i8-i8-安否確認実施基準安否確認実施基準安否確認実施基準安否確認実施基準 i10-i10-i10-i10-安否確認回答安否確認回答安否確認回答安否確認回答（（（（個人個人個人個人））））

i9-i9-i9-i9-社員名簿社員名簿社員名簿社員名簿 i11-i11-i11-i11-安否確認集計結果安否確認集計結果安否確認集計結果安否確認集計結果

i10-i10-i10-i10-安否確認回答安否確認回答安否確認回答安否確認回答（（（（個人個人個人個人））））

a3-a3-a3-a3-安否確認安否確認安否確認安否確認のののの実施実施実施実施
（（（（家族家族家族家族をををを含含含含むむむむ））））

a2-a2-a2-a2-災害対策本部員災害対策本部員災害対策本部員災害対策本部員のののの
非常呼集非常呼集非常呼集非常呼集
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検討手順③ インプットインプットインプットインプット////アウトプットアウトプットアウトプットアウトプット情報情報情報情報のののの整理整理整理整理

STEP2: STEP2: STEP2: STEP2: 抽出抽出抽出抽出されたされたされたされた情報情報情報情報をををを主体主体主体主体としてとしてとしてとして整理整理整理整理（＝（＝（＝（＝災害情報項目別災害情報項目別災害情報項目別災害情報項目別リストリストリストリスト））））

���� ・・・・情報情報情報情報がどのアクションからがどのアクションからがどのアクションからがどのアクションから出出出出てきててきててきててきて（（（（アウトプットアウトプットアウトプットアウトプット）、）、）、）、
どのアクションにどのアクションにどのアクションにどのアクションに引引引引きききき継継継継がれるがれるがれるがれる（（（（インプットインプットインプットインプット））））かをかをかをかを整理整理整理整理

・・・・情報情報情報情報をどこからをどこからをどこからをどこから（（（（ＦＲＯＭＦＲＯＭＦＲＯＭＦＲＯＭ）、）、）、）、どのようにどのようにどのようにどのように（（（（ＨＯＷＨＯＷＨＯＷＨＯＷ））））収集収集収集収集するかをするかをするかをするかを検討検討検討検討

アクション番号
（a）

情報項目
イン

プット
アウト
プット

＜FROM＞ その情報はどこから収
集できるか？その情報の持ち主、発
信元等。

＜HOW＞ その情報をどうやって収集
するか、伝えるか？収集方法、あるいは収集
ツール、システム等。

a1 気象庁 ・収集は

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。
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i1
地震の規模・地域
（マグニチュード・震源・震度）

a1
地震情報配信会社等 報道（テレビ,ラジオ）

インターネット等
・自社社員への伝達は

メール
社内放送
イントラネット
掲示板
FAX等

a24

a25

a27

a29

i2発災直後の発生事象 a1 a23

現地社員対応者 メール、携帯電話，無線、
衛星電話、電話、FAX等

i3緊急対応基準 a1

災害対策マニュアル等 災害対策マニュアルの常備（紙、電子媒体に
よる保管・携行)

i4
規定以上の地震情報
（地域・震度）
（非常呼集要請）

a2 a1緊急対応要員
災害対策マニュアル等

メール、社内放送、イントラネット、掲示板、
FAX等

a3 a2

a4

a3
a24

a25

a29



検討手順③ アクションアクションアクションアクション項目別項目別項目別項目別フローフローフローフロー図図図図のののの作成作成作成作成

STEP3: STEP3: STEP3: STEP3: 抽出抽出抽出抽出されたされたされたされた情報情報情報情報についてについてについてについて、、、、情報情報情報情報のののの流流流流れをれをれをれを見見見見えるえるえるえる化化化化
����「「「「誰誰誰誰がががが(Who)(Who)(Who)(Who)」「」「」「」「どこからどこからどこからどこから(Where)(Where)(Where)(Where) 」「」「」「」「どうやってどうやってどうやってどうやって(How)(How)(How)(How)」」」」入手入手入手入手すべきかをすべきかをすべきかをすべきかを検討検討検討検討

≪≪≪≪情報情報情報情報のののの流流流流れれれれ≫≫≫≫下記下記下記下記ののののアクションアクションアクションアクション項目別項目別項目別項目別フローフローフローフロー図図図図によりによりによりにより整理整理整理整理

情報情報情報情報のののの提供元提供元提供元提供元
（（（（人人人人））））

iXiXiXiX....アクションにアクションにアクションにアクションに
必要必要必要必要なななな

aXaXaXaX.... アクションアクションアクションアクション項目項目項目項目 WhyWhyWhyWhyaXaXaXaX.... アクションアクションアクションアクション項目項目項目項目 WhyWhyWhyWhy アクションのアクションのアクションのアクションの概要概要概要概要

注記）アクション項目別フロー図では、時系列（When）を表現していない。

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。

【凡例】

アクション項目アクション項目 情報のながれドキュメント人 情報項目

伝達手段

【凡例】

アクション項目アクション項目 情報のながれドキュメント人 情報項目

伝達手段

入手手段
How

（（（（人人人人））））
WhereWhereWhereWhere

必要必要必要必要なななな
インプットインプットインプットインプット情報情報情報情報

WhatWhatWhatWhat

入手手段
How

伝達手段
How

アクションアクションアクションアクション主体主体主体主体
（（（（組織組織組織組織・・・・人人人人））））

WhoWhoWhoWho

アウトプットアウトプットアウトプットアウトプット
情報情報情報情報のののの提供先提供先提供先提供先

WhereWhereWhereWhere

情報情報情報情報のののの提供元提供元提供元提供元
（（（（ドキュメントドキュメントドキュメントドキュメント））））

WhereWhereWhereWhere

iXiXiXiX....アクションにアクションにアクションにアクションに
必要必要必要必要なななな

インプットインプットインプットインプット情報情報情報情報
WhatWhatWhatWhat

iXiXiXiX....アクションによるアクションによるアクションによるアクションによる
アウトプットアウトプットアウトプットアウトプット情報情報情報情報

WhatWhatWhatWhat

WhereWhereWhereWhere

WhereWhereWhereWhere

WhoWhoWhoWho WhereWhereWhereWhere
HowHowHowHow

HowHowHowHow

HowHowHowHow
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≪≪≪≪アクションアクションアクションアクション項目別項目別項目別項目別フローフローフローフロー図図図図のののの例例例例≫≫≫≫

a33a33a33a33：：：：現地通信現地通信現地通信現地通信・・・・情報連絡手段情報連絡手段情報連絡手段情報連絡手段のののの確立確立確立確立

ＨＨＨＨ25252525年年年年2222月月月月
47474747のアクションのアクションのアクションのアクション

項目別項目別項目別項目別フローフローフローフロー図完成図完成図完成図完成！！！！

検討手順③ アクションアクションアクションアクション項目別項目別項目別項目別フローフローフローフロー図図図図のののの作成作成作成作成

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。
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アクションフローアクションフローアクションフローアクションフロー図拡大版図拡大版図拡大版図拡大版をををを用用用用いたいたいたいた検証検証検証検証

� 模造紙上に47個のアクション項目別フロー図を配置しながら、各
情報項目が想定したように流れていくかを全員で検証。

（2月～3月の研究会にて実施）
� 検証作業により、災害対応フロー図やアクション項目別フロー図、

情報項目を見直し・修正。（4月～5月研究会にて完了予定）

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。
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アクションフロー図拡大版による検証（BCAO事務所にて）



そのそのそのその他他他他のののの活動活動活動活動

•テレビテレビテレビテレビ会議会議会議会議システムのシステムのシステムのシステムの試行試行試行試行（（（（7777月月月月））））
•「「「「清水建設清水建設清水建設清水建設」」」」新本社新本社新本社新本社のののの見学会見学会見学会見学会（（（（10101010月月月月））））

→→→→ecoBCPecoBCPecoBCPecoBCPのののの実現実現実現実現

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。

• 「「「「富士通富士通富士通富士通エフサスエフサスエフサスエフサス」」」」ののののISO22301ISO22301ISO22301ISO22301取得紹介取得紹介取得紹介取得紹介（（（（12121212月月月月））））
•「「「「インフォコムインフォコムインフォコムインフォコム」」」」ののののＢＣＰＢＣＰＢＣＰＢＣＰ紹介紹介紹介紹介（（（（11111111月月月月））））

→→→→当研究会当研究会当研究会当研究会のののの成果成果成果成果のののの一部一部一部一部をををを活用活用活用活用

12

清水建設新本社



成果成果成果成果のののの活用活用活用活用：「：「：「：「インフォコムインフォコムインフォコムインフォコム」」」」ののののＢＣＰＢＣＰＢＣＰＢＣＰ

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。
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平成平成平成平成25252525年度年度年度年度のののの目標目標目標目標

研究成果研究成果研究成果研究成果のののの実用化実用化実用化実用化

本研究会本研究会本研究会本研究会のののの成果成果成果成果をををを、、、、汎用性汎用性汎用性汎用性のあるのあるのあるのある「ＢＣＰ「ＢＣＰ「ＢＣＰ「ＢＣＰアクションカードアクションカードアクションカードアクションカード」」」」
としてとしてとしてとして、、、、展開可能展開可能展開可能展開可能なななな形形形形にまとめてにまとめてにまとめてにまとめて、、、、実用化実用化実用化実用化できるようにするできるようにするできるようにするできるようにする。。。。

特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人 事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構事業継続推進機構 研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料研究会活動報告資料
※ 本資料の文責は研究会にあり、BCAO全体の見解ではありません。

たとえば、、、
各アクションについて、主担
当者、アクションをとる判断
基準、判断のために必要な情
報、具体的な対応手順をそれ
ぞれ1枚のカードにまとめる。


